




















し、いわゆる「ヘゲモニー型（Hegemonic Stability System）」から「勢力均衡体系（Balance 
of Power System）」または「バランサー型（Balancer System）」への覇権体制の転換をはか
るアメリカのオバマ（Barack Hussein Obama Ⅱ）政権の外交理念があり、国際社会における
アメリカの軍事的プレゼンスが相対的に後退したために、アジア・太平洋地域における軍事大
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心として」拓殖大学海外事情研究所編『海外事情』Vol. 62, No. ４（2014年）68─81頁を参照。
２）マクロ国際政治理論における覇権安定論と勢力均衡論との共通点や相違点に関する詳細は、石井
貫太郎『現代国際政治理論（増補改訂版）』（ミネルヴァ書房、2003年）第２章（特に65～ 73頁）、



















政治経済学（Theory of International Political Economy）」の一連の業績であった。たとえば、1980






なお、経済的要素を外交政策の手段としてとらえた先駆的業績として、David A. Baldwin, 
Economic Statecraft, Princeton University Press, 1985がある。さらに、こうした議論が広く流行し
た背景には、Joseph S. Nye Jr., Bound to Lead: The Changing Nature of American Power, Basic 
Books, 1990（久保伸太郎訳『不滅の大国アメリカ』読売新聞社、1990年）やJoseph S. Nye Jr., Soft 









出版、1995～ 1996年）、A. C. Chiang, and K. Wainwright, Fundamental Methods of Mathematical 
Economics, McGraw-Hill, 2005, A・J・ドブソン（田中豊訳）『一般線型モデル入門』（共立出版、
2008年）、A. J. Dobson, An introduction to Statistical Modelling, Kluwer Academic Publishers, 
1983, E. T Dowling, Schaum’s Outline of Theory and Problems of Introduction to Mathematical 
Economics, McGraw-Hill, 1992, Simon, C. P. and L. Blume, Mathematics for Economists, W. W. 







































学的研究にミクロ経済学の分析手法を導入した先駆的業績の一つであるKenneth N. Waltz, Theory 
of International Politics, Addison Wesley, 1979（河野勝・他訳『国際政治の理論』勁草書房、2010
年）はあまりにも有名である。
10）さらに、もしも軍事力や経済力を構成する要素の種類が多数であり、その数量をq1, q2, --------, 
qn、その費用をc1, c2, --------, cnとすれば、外交資源関数は、
D=f（q1, q2, --------, qn）
　となり、ここで各要素の限界的な増加分をf1, f2, --------, fnとすれば、




衡分析によるネオ・リアリズム解釈とその課題」慶應義塾大学編『法学研究』Vol. 84, No. 3（2011
年1月）259─278頁、Kantaro Ishii, A Theoretical Analysis for the Supply-Demand Relation of 
石井　貫太郎106




Gaddis, The Long Peace: Inquiries into the History of the Cold War, Oxford University Press, 1987
（五味俊樹・他訳『ロング・ピース：冷戦史の証言「核・緊張・平和」』芦書房、2003年）を挙げて
おく。
13）国家の政策的な宣伝活動の理論的検討については、A. R. Pratokanis and E. Aronson, Age of 
Propaganda: The Everyday Use and Abuse of Persuasion, Holt Paperbacks, 2001（社会行動研究会
訳『プロパガンダ：広告・政治宣伝のからくりを見抜く』誠信書房、1998年）、石井貫太郎「宣伝
の政治学：政治的リーダーシップとプロパガンダ」目白大学編『人文学部紀要』No. 11（2004年10
月）14─24頁などを参照。
14）従属変数（被説明変数）の説明要因としての独立変数（説明変数）間の相乗効果が個々の変数の
自律的な作用以上の影響を与えることを意味する統計学用語である。
（平成26年11月4日受理）
